
     

 

平成23年４月28日 

各  位 

会 社 名  株式会社 DPGホールディングス              

代表者名  代表取締役社長   松田 純弘  

                           (コード番号3781 名証セントレックス)              

問合せ先  ＩＲｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ   篠塚 剛              

（ 0 3 - 5 4 6 4 - 3 0 6 0） 

（訂正・数値データ訂正あり）「平成21年12月期 決算短信」の 

一部訂正に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年４月 20 日付「過年度有価証券報告書等の一部訂正等に関するお知らせ」

のとおり、当社連結子会社である株式会社 SPARKS の会計処理に伴う連結財務諸表の訂正につい

て確定作業を進めてまいりました。この度その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、平

成 22 年２月 15 日付「平成 21 年 12 月期 決算短信」の一部訂正について添付のとおりお知ら

せいたします。 

 

 なお、訂正箇所が多岐にわたるため、要約した訂正前と訂正後をそれぞれ添付し、訂正箇所

には下線を付して表示しております。 

 

以 上 
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(訂正前) 平成21年12月期 決算短信

 

上 場 会 社 名 株式会社DPGホールデイングス 上場取引所  名証 セントレックス

コ ー ド 番 号 3781 URL http://www.dpgh.jp/

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)松田 純弘
問合せ先責任者 (役職名)IRグループマネージャー (氏名)篠塚 剛 TEL (03)5464－3060  

定時株主総会開催予定日 平成22年３月26日 配当支払開始予定日     ─

有価証券報告書提出予定日 平成22年３月26日

(百万円未満切捨て)

1. 21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 21年12月期 1,108 ─ △392 ─ △402 ─ △254 ─

 20年12月期 1,116 △1.8 △375 ─ △386 ─ △1,196 ─

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 21年12月期
△

5,544
28 ─ ─ ― ― △35.4

 20年12月期
△

18,735
54 ─ ─ ─ △52.7 △33.6

(参考) 持分法投資損益 21年12月期 0百万円 20年12月期 0百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

 21年 12月期 1,377 64 4.7 266 12

  20年 12月期 294 △570 △198.3 △8,705 98

(参考) 自己資本 21年12月期 64百万円 20年12月期 △583百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 21年 12月期 △135 △122 253 54

 20年 12月期 7 17 △41 21

2. 配当の状況

１株当たり配当金
配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３
四半期末

期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年12月期 ─ ─ 0 00 ─ ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

21年12月期 ─ ─ 0 00 ─ ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

22年12月期(予想) ─ ─ 0 00 ─ ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

3. 22年12月期の連結業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 720 ─ 22 ─ 22 ─ 15 ─ 64 83

通 期 1,478 ─ 67 ─ 67 ─ 428 ─ 1,757 62
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(注) 詳細は、 ７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         有 

〔(注) 詳細は、22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

  

 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、41ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 

  

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

 

(訂正前)

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有

新規  ２社（社名 株式会社prime construct、株式会社SPARKS）

除外  ２社（社名 株式会社データプレイス、株式会社エアフォルク）

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 21年12月期 243,737株 20年12月期 67,033株

② 期末自己株式数 21年12月期 ─株 21年12月期 ─株

(参考) 個別業績の概要

1. 21年12月期の個別業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 21年12月期 6 △97.6 △101 ─ △101 ─ △171 ─

 20年12月期 253 △45.2 △38 ─ △36 ─ △1,007 ─

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

 21年12月期 △2,306 36 ─ ─

 20年12月期 △15,780 62 ─ ─

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

 21年12月期 30 △451 △1,490.5 △1,850 72

 20年12月期 14 △392 △2,629.8 △5,860 47

(参考) 自己資本 21年12月期 △451百万円 20年12月期 △392百万円

2. 平成22年12月期の個別業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 37 455.1 △12 ─ △12 ─ △13 ─ △55 00

通 期 74 ─ △25 ─ △25 ─ 347 ─ 1,425 20
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 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を

含んでおります。実際の業績等は業況の変化等により、上記の予想数値と異なる場合があります。 
なお、予想に関する事項は３ページ「1 経営成績（1）経営成績に関する分析」をご参照ください。 

※注記事項 

当社は、平成21年12月21日をもって株式会社SPARKSを株式交換により完全子会社といたしました。ただし、

「企業連結会計基準及び事業分離会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号（最終改正平成20

年12月26日 企業会計基準委員会））（以下「企業会計基準」といいます。）上は逆取得に該当することになる

ため、連結財務諸表は、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが当社を取得したものとみなし、当社の連結財務諸

表は株式会社SPARKSの連結財務諸表が基準となります。その結果、平成20年12月期決算短信時に当社が発表した

連結財務諸表数値と、当連結会計年度の連結財務諸表数値との間には連続性がなくなっております。このため、

「１、平成21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）（１）連結経営成績の対前期増減

率」につきましては全て「－」表記となっております。 

上記に記載した連結業績予想数値の「３．平成22年12月期の業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31

日）（１）連結業績予想の対前期増減率」につきましては、前連結会計年度の連結財務諸表数値との連続性がな

くなっているため、全て「－」表記となっております。なお、上記予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づ

き判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記

予想数値と異なる場合があります。 

期中平均株式数の算定上の基礎となる株式数（普通株式の発行済株式数から自己株式数を控除した株式数）の

うち、当連結会計年度開始の日からみなし取得日までの株式数は、当該期間における株式会社SPARKSを当社株式

数に換算して算定しております。株式会社SPARKSの株式数の当社株式数への換算方式は、当社と株式会社SPARKS

との株式交換における交換比率によっております。なお、株式会社SPARKSは平成21年９月30日に増資を行ってお

りますが、その日以前の株式会社SPARKSの株式数も増資後の株式数で算定しております。実際の業績等は、業況

の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成21年12月期の自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率につきましては平成20年12月期決算短信時に当

社が発表した連結財務諸表数値と、当連結会計年度の連結財務諸表との間には連続性がなくなっているため、

「１．平成21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）（１）連結経営成績」は全て「－」

表記となっております。 

  

  

(訂正前)

１．連結業績について

２．業績予想について

３．１株当たり当期純利益について

４．自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率について
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当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融危機の影
響から引き続き、雇用・所得環境の改善が見られず、個人消費の低迷が続いております。 
 中食・宅配食業界においても、生活防衛意識の高まりから消費者の内食志向が高まるなかで、外食
産業間の競争激化などにより厳しい経営環境が続いております。 
 このような状況の下、当社グループは債務超過解消を喫緊の課題とし、収益モデルの変革のため、
Ｍ＆Ａによる事業収益の確保及び、システム開発事業から店舗事業への変革を図ると共に、第三者割
当増資による財務基盤の強化を行ってまいりました。また、重畳的債務保証の債権者に対しては一部
債務免除を含む金融支援の要請を行ってまいりました。 
 これらの施策により、平成21年２月２日株式会社データプレイスの全株式売却、また平成21年11月
30日株式会社エアフォルクの全株式売却により両社を連結除外とする一方、平成21年５月12日効力発
生の株式会社prime constructとの株式交換、平成21年12月21日効力発生の株式会社SPARKSとの株式
交換により両社を完全子会社といたしました。その結果当社グループは、当社及び、株式会社
SPARKS・パレットメディア株式会社（クロス・エー株式会社より平成21年４月20日に商号変更）・株
式会社prime construct、の子会社3社から構成されております。 
なお、平成21年12月21日を効力発生日とする、株式会社SPARKSとの株式交換が、逆取得に該当する

こととなり、当社グループの連結財務諸表は会計処理上、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが当社
を取得したものとみなし、当社グループの連結財務諸表は株式会社SPARKSの財務諸表が基準となりま
す。そのため、以下の業績は当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime constructの
業績が反映されておりません。 
 当連結会計年度の業績は、売上高1,108,659千円、営業損失392,901千円、経常損失402,641千円、
当期純損失254,933千円となりました。  
 以下、本決算短信において使用しているグループ呼称を定義しております。 
「DPGHグループ」・・・当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime construct 
「当社グループ」・・・当社及び当社の連結子会社 
  
また、事業の種類別セグメントの業績につきましては、下記のとおりでありますが、株式会社SPARKS
を取得企業とし、当社を被取得企業とした株式交換は、平成21年12月31日をみなし取得日としている
ため、当連結会計年度のセグメント情報は株式会社SPARKSのみの業績を反映しており、当社及びパレ
ットメディア株式会社並びに株式会社prime constructの業績は反映されておりません。 
①宅配中華事業 
宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、不採算店舗の閉鎖と配達エリアの見直
し等を行ってまいりましたが、通期においての店舗ベースでの全店舗黒字を達成することができ
ず、当連結会計年度の売上高は1,102,509千円、営業損失は322,049千円となりました。 

②その他事業 
その他事業におきましては、平成21年10月１日付にて、第三者へ事業譲渡したため、当連結会計年
度の業績は平成21年９月30日までの業績となり、売上高は6,149千円、営業損失は70,852千円とな
りました。 
  

(次期の見通し) 
 今後の経済見通しについては、引き続き減速感が懸念される状況になるものと考えられます。 
 中食・宅配食業界においても、外食産業間の値引競争等の競争激化が予想されます。 
 この様な状況の下、当社グループの宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）は、「本格中華を
お手軽なお値段でご自宅へ」というビジネスモデルの下、同業他社との差別化を図りつつ、スクラ
ップアンドビルドによる配達エリアの見直しと共に、当社グループで保有するノウハウなどの知的
資産をお金に換えるという事業コンセプトを継承し、迅速な収益の改善を実現いたします。 
 なお、平成21年12月21日を効力発生日とする、株式会社SPARKSとの株式交換が、逆取得に該当す
ることとなり、当社グループの連結財務諸表は会計処理上、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが
当社を取得したものとみなし、当社グループの連結財務諸表は株式会社SPARKSの財務諸表が基準と
なります。そのため、当期の業績は当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime 
constructの業績が反映されておりませんので、次期の見通しの前期比は省略いたします。 
①収益力の確保による企業価値の向上 

1）スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化による全店舗黒字化 
2) 商品メニュー改定と原材料の見直し及び仕入先見直しによるコスト削減 
3）フランチャイズ店舗による全国展開 

  
②企業シナジーの追求 

1）売上アップにつなげるSEOマーケティング 
2）WEBを通じた独自受注システムの構築 

  
次期の見通しに関しましては、黒字転換を必達とし、連結売上高1,478百万円、連結営業利益67百
万円、連結経常利益67百万円、連結当期純利益428百万円を予定しております。 

(訂正前)

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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①資産・負債及び純資産の状況 
当連結会計年度における総資産は、1,377,103千円となりました。これは、株式会社SPARKS（以

下「SPARKS」という）の総資産に平成21年12月31日時点のDPGHグループが保有する総資産の時価評
価額を取り込んだものです。負債は1,312,240千円となりました。これは、SPARKSの負債に平成21
年12月31日時点のDPGHグループが保有する負債の時価評価額を取り込んだものの合計額となりま
す。これらの結果、純資産は64,863千円となりました。 
  

②キャッシュ・フローの状況 
 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動による資金
の支出135,134千円、投資活動による資金の支出122,653千円、財務活動による資金の収入253,226
千円などにより54,110千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のと
おりであります。 
 なお、SPARKSを取得企業とし当社を被取得企業とした株式交換は、SPAKSのキャッシュ・フロー
の状況を基準とし作成しており、平成21年12月31日をみなし取得日としているため、DPGHグループ
のキャッシュ・フローの状況は期末資金残高がキャッシュ・フロー計算書末尾「新規連結に伴う現
金及び現金同等物の増加額」にて加算されております。 
  
＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

営業活動の結果、135,134千円の資金の減少となりました。これは主に違約損失補償金400,000
千円及び税金等調整前当期純損失250,310千円、貸倒引当金の増加224,487千円等によるものであ
ります。 
  
＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

投資活動の結果、122,653千円の資金の減少となりました。これは、貸付による支出58,351千
円及び有形固定資産の取得による支出44,231千円等によるものであります。 
  
＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

財務活動の結果、253,226千円の資金の増加となりました。これは、短期借入金の増加額
192,511千円、長期借入れによる収入70,000千円等によるものであります。 
  

 これらの結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は、54,110千円となり
ました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）自己資本比率           ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ： 株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式評価後）により算出しておりま

す。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払って
いるすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計
算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 平成18年12月期及び平成19年12月期並びに平成21年12月期につきましては、営業活動によるキャ
ッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カ
バレッジ・レシオの表示はしておりません。 

  

 （中略） 

(訂正前)

(2) 財政状態に関する分析

平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期

自己資本比率（％） 51.6 57.6 38.8 △198.3 4.7

時価ベースの自己資本比率
（％）

107.8 94.9 89.4 159.4 46.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

36.8 ─ ─ 56.2 ─

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

2.9 ─ ─ 0.5 ─
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当社グループは、前連結会計年度に375,193千円、当連結会計年度に392,901千円の営業損失を計上し

ております。また、前連結会計年度末からの債務超過は、株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当

するため、債務超過状態は解消されておりますが、当連結会計年度末の純資産額は64,863千円であり、

さらに826,487千円の「のれん」が計上されており、来期以降、多額ののれん償却が発生することによ

って、損益を圧迫し、純資産を毀損させる恐れがあります。当該状況により、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しています。当社グループは、このような状況を解消すべく、事業

の更なる再編を実行し、収益力の向上を最優先課題として、経営基盤の強化を図ります。 

（具体的な経営施策） 

１．収益力の確保による企業価値の向上 

当社グループの中核事業であります、宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、全

店舗黒字化を目指します。また、フランチャイズ店舗による全国展開のため、フランチャイズノウハウ

を有する企業との提携を検討していきます。 

①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化による全店舗黒字化 

不採算店舗の閉鎖と未出店エリアへの進出による配達エリアの見直しと共に、人員配置の最適化によ

り、全店舗ベースでの黒字化を目指します。 

②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し 

当社グループの事業モデルである「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更する

ことなく、他社との差別化を図るための商品メニューの開発を行うと共に、一括仕入れによる仕入れコ

スト削減を行います。 

③フランチャイズ店舗による全国展開 

当社グループでは、現在直営店舗を都内にて12店舗展開しておりますが、フランチャイズによる収益

確保及び、当社ブランドの商圏拡大のためフランチャイズノウハウを有する企業との提携を行います。

④企業シナジーの追求による収益向上 

当社グループ会社各社が有する飲食店舗プロデュース事業並びにITマーケティング技術を組み合わ

せ、現在チラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢからの受注比率を高めることにより、コスト削減によ

る収益拡大、新規顧客拡大を図ります。 

２．のれんの償却への対応 

多額ののれん償却へ対応するための具体的な経営施策は以下のとおりであります。 

①債務免除要請 

株式会社データプレイス（元子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、引き続き債務免除

等の金融支援を要請していきます。 

②事業収益の拡大 

さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる企業グループの構築を目指します。 

③財務基盤の安定 

第三者割当増資等により財務基盤の安定を図る予定です。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を連結財務諸表に反映していません。 

 （後略） 

  

(訂正前)

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等
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(訂正前)

4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,843 54,110

受取手形及び売掛金 262,848 92,135

たな卸資産 19,740 －

原材料 － 6,011

短期貸付金 59,671 8,930

前払金 22,666 －

その他 18,713 22,526

貸倒引当金 △158,881 △5,814

流動資産合計 246,602 177,899

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,755 88,386

減価償却累計額 △1,588 △35,907

建物及び構築物（純額） 7,167 52,479

その他 30,124 32,893

減価償却累計額 △22,315 △30,075

その他（純額） 7,809 2,818

減損損失累計額 △13,597 －

有形固定資産合計 1,378 55,297

無形固定資産

ソフトウエア 12,965 3,057

のれん － 826,487

その他 640 320

無形固定資産合計 13,605 829,865

投資その他の資産

投資有価証券 0 －

長期前払費用 1,522 620

長期未収入金 143,690 475,275

破産更生債権等 3,400 114,818

その他 31,277 66,383

貸倒引当金 △147,144 △343,056

投資その他の資産合計 32,745 314,040

固定資産合計 47,728 1,199,203

資産合計 294,331 1,377,103
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 209,349 234,232

短期借入金 117,096 197,233

1年内返済予定の長期借入金 199,332 37,140

未払金 99,710 214,984

未払費用 － 98,871

未払法人税等 4,872 11,095

前受金 1,335 1,400

債務保証損失引当金 － 447,866

返品調整引当金 634 2,124

店舗閉鎖損失引当金 － 11,358

その他 17,806 26,716

流動負債合計 650,136 1,283,025

固定負債

長期借入金 85,183 23,575

リース資産減損勘定 128,061 －

負ののれん 1,812 －

退職給付引当金 － 3,840

その他 － 1,800

固定負債合計 215,057 29,215

負債合計 865,194 1,312,240

純資産の部

株主資本

資本金 798,486 149,713

資本剰余金 1,293,724 244,578

利益剰余金 △2,675,798 △329,428

株主資本合計 △583,588 64,863

少数株主持分 12,725 －

純資産合計 △570,862 64,863

負債純資産合計 294,331 1,377,103

9



 
  

(訂正前)

(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

売上高 1,116,180 1,108,659

売上原価 936,086 327,300

売上総利益 180,094 781,358

販売費及び一般管理費 ※1, ※2 555,287 ※1 1,174,260

営業損失（△） △375,193 △392,901

営業外収益

受取利息 1,427 4

受取配当金 0 －

業務受託料 7,225 －

受取事務手数料 － 9,216

雑収入 5,796 389

その他 42 －

営業外収益合計 14,492 9,609

営業外費用

支払利息 17,747 17,024

支払保証料 3,213 －

その他 4,571 2,324

営業外費用合計 25,531 19,348

経常損失（△） △386,232 △402,641

特別利益

貸倒引当金戻入額 674 －

関係会社株式売却益 25,394 －

債務免除益 － 40,000

事業分離における移転利益 － 146

違約損失補償金 － ※3 400,000

前期損益修正益 ※6 1,238 ※6 125

その他 3,170 －

特別利益合計 30,478 440,272

特別損失

固定資産除却損 ※4 2,039 －

減損損失 ※5 613,213 ※5 43,887

投資有価証券評価損 20,299 －

貸倒引当金繰入額 97,333 224,487

たな卸資産評価損 66,957 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 11,358

前期損益修正損 ※7 295 －

その他 37,732 8,207

特別損失合計 837,871 287,941

税金等調整前当期純損失（△） △1,193,625 △250,310

法人税、住民税及び事業税 2,550 4,623
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

法人税等調整額 9 －

法人税等合計 2,560 4,623

少数株主利益 209 －

当期純損失（△） △1,196,395 △254,933
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(訂正前)

(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 768,480 18,000

当期変動額

新株の発行 30,006 80,000

株式交換による増加 － ※ 51,713

当期変動額合計 30,006 131,713

当期末残高 798,486 149,713

資本剰余金

前期末残高 1,166,213 －

当期変動額

新株の発行 127,511 79,998

株式交換による増加 － ※ 164,579

当期変動額合計 127,511 244,578

当期末残高 1,293,724 244,578

利益剰余金

前期末残高 △1,479,403 △74,494

当期変動額

当期純損失（△） △1,196,395 △254,933

当期変動額合計 △1,196,395 △254,933

当期末残高 △2,675,798 △329,428

株主資本合計

前期末残高 455,289 △56,494

当期変動額

新株の発行 157,517 159,998

株式交換による増加 － ※ 216,293

当期純損失（△） △1,196,395 △254,933

当期変動額合計 △1,038,878 121,357

当期末残高 △583,588 64,863
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

少数株主持分

前期末残高 12,515 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 209 －

当期変動額合計 209 －

当期末残高 12,725 －

純資産合計

前期末残高 467,805 △56,494

当期変動額

新株の発行 157,517 159,998

株式交換による増加 － ※ 216,293

当期純損失（△） △1,196,395 △254,933

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 209 －

当期変動額合計 △1,038,668 121,357

当期末残高 △570,862 64,863
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(訂正前)

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,193,625 △250,310

減価償却費 12,183 49,872

減損損失 613,213 43,887

ソフトウエア償却費 69,958 －

長期前払費用償却額 39,846 －

のれん償却額 49,412 40,237

固定資産除却損 2,039 －

差入保証金償却額 － 9,350

貸倒引当金の増減額（△は減少） 172,539 224,487

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 11,358

受取利息及び受取配当金 △1,428 △4

支払利息 17,747 17,024

持分法による投資損益（△は益） 624 －

投資有価証券売却損益（△は益） △624 －

投資有価証券評価損益（△は益） 20,299 －

関係会社株式売却損益（△は益） △25,394 －

債務免除益 － △40,000

違約損失補償金 － △400,000

事業譲渡損益（△は益） － △146

売上債権の増減額（△は増加） △21,562 △539

破産更生債権等の増減額（△は増加） 30,000 －

仕入債務の増減額（△は減少） 88,717 28,379

たな卸資産の増減額（△は増加） 60,180 67

未払消費税等の増減額（△は減少） － 2,185

前受金の増減額（△は減少） － 200

未払金の増減額（△は減少） 94,974 94,521

その他の資産の増減額（△は増加） 20,244 △12,920

その他の負債の増減額（△は減少） △50 53,408

その他 △28,512 12,173

小計 20,784 △116,764

利息及び配当金の受取額 1,444 4

利息の支払額 △13,699 △17,024

法人税等の支払額 △1,376 △1,349

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,151 △135,134
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,170 △44,231

有形固定資産の売却による収入 5,343 －

無形固定資産の取得による支出 △589 －

投資有価証券の売却による収入 60,150 －

連結除外に伴う変動額 48,329 －

子会社株式の売却による収入 ※2 11,431 －

貸付けによる支出 △44,321 △58,351

貸付金の回収による収入 － 180

敷金及び保証金の差入による支出 － △21,211

事業譲渡による収入 － 961

長期前払費用の取得による支出 △51,142 －

その他 △2,462 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 17,567 △122,653

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,776 192,511

長期借入れによる収入 30,000 70,000

長期借入金の返済による支出 △63,475 △9,285

社債の償還による支出 △72,000 －

株式の発行による収入 60,012 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △41,687 253,226

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,967 △4,561

現金及び現金同等物の期首残高 38,811 11,357

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 47,314

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 21,843 ※1 54,110
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(訂正前)

(5)【継続企業の前提に関する注記】

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

 当社グループは、前連結会計年度に453,486千円、当連

結会計年度に375,193千円の大幅な営業損失を計上すると

同時に、営業キャッシュ・フローにつきましても前連結

会計年度に372,512千円のマイナスを計上しております。

また、事業再編による特別損失の計上によって1,196,395

千円の多額な当期純損失を計上したことにより、570,862

千円の債務超過となっております。当該状況により、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社グループは、このような状況を解消すべく、事業の

再構築と組織再編をより抜本的に実行し、収益力を最優

先とする経営基盤の強化を図ります。 

平成21年2月2日開催の当社取締役会において、赤字の連

結子会社である株式会社データプレイスの株式売却を決

議し、同日売却いたしました。その概要は注記事項の

（重要な後発事象）に記載のとおりであります。 

今後の経営方針として、具体的に平成21年度に行う施策

は以下のとおりであります。 

①収益モデルの変革 

初期コストの高いシステム開発事業からの脱却を図り、

当社グループが保有するITマーケティング技術を生かし

た事業への転換を行い、各種案件の獲得へとつなげてま

いります。 

②財務基盤の強化 

平成21年度第3四半期を目処に、第三者割当増資による経

営基盤の安定化を図ります。 

③コストの見直し 

組織を見直し、余剰人員の整理及び一般管理費につきま

しても各費目の費用対効果の見直しを行い、コスト削減

計画を実行します。 

④事業収益の確保 

当社グループにおけるM&Aの成立を目指し、従来の事業と

のシナジー効果を追求します。 

上記の施策を確実に実行していくことで、当社グループ

の資金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組んでま

いります。これら施策の結果、継続企業の前提に関する

重要な疑義を解消できるものと判断しております。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重大な疑義の影響を連結財務諸表には反映い

たしておりません。

当社グループは、前連結会計年度に375,193千円、

当連結会計年度に392,901千円の営業損失を計上して

おります。また、前連結会計年度末からの債務超過

は、株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当す

るため、債務超過状態は解消されておりますが、当

連結会計年度末の純資産額は64,863千円であり、さ

らに826,487千円の「のれん」が計上されており、来

期以降、多額ののれん償却が発生することによっ

て、損益を圧迫し、純資産を毀損させる恐れがあり

ます。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような状況が存在しています。当社

グループは、このような状況を解消すべく、事業の

更なる再編を実行し、収益力の向上を最優先課題と

して、経営基盤の強化を図ります。 

 今後の経営方針として具体的に平成22年度に行う

施策は以下のとおりであります。 

１．収益力の確保による企業価値の向上 

 当社グループの中核事業であります、宅配中華事

業（屋号：チャイナクイック）におきましては、全

店舗黒字化を目指します。また、フランチャイズ店

舗による全国展開のため、フランチャイズノウハウ

を有する企業との提携を検討していきます。  

 ①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化

による全店舗黒字化  

 不採算店舗の閉鎖と未出店エリアへの進出による

配達エリアの見直しと共に、人員配置の最適化によ

り、全店舗ベースでの黒字化を目指します。  

 ②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し  

 当社グループの事業モデルである「本格中華をお

手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更する

ことなく、他社との差別化を図るための商品メニュ

ーの開発を行うと共に、一括仕入れによる仕入れコ

スト削減を行います。  

 ③フランチャイズ店舗による全国展開  

 当社グループでは、現在直営店舗を都内にて12店

舗展開しておりますが、フランチャイズによる収益

確保及び、当社ブランドの商圏拡大のためフランチ

ャイズノウハウを有する企業との提携を行います。  

 ④企業シナジーの追求による収益向上  

 当社グループ会社各社が有する飲食店舗プロデュ

ース事業並びにITマーケティング技術を組み合わ

せ、現在チラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢか

らの受注比率を高めることにより、コスト削減によ

る収益拡大、新規顧客拡大を図ります。 
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前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日)

 ２．のれん償却への対応
 多額ののれん償却へ対応するための具体的な経営施
策は以下のとおりであります。  
①債務免除要請 
 株式会社データプレイス（元子会社）の重畳的債務
保証に係る債権者に対しては、引き続き債務免除等の
金融支援を要請していきます。  
 ②事業収益の拡大  
 さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる
企業グループの構築を目指します。  
 ③財務基盤の安定  
 第三者割当増資等により財務基盤の安定を図る予定
です。 
 上記の施策を確実に実行していくことで、当社グル
ープの資金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組
んでまいります。しかしながら現時点におきましては
これらの施策の効果が発現するまでには相当な期間を
要することが予想されるため、継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が存在しております。 
 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお
り、継続企業の前提に関する重大な不確実性の影響を
連結財務諸表に反映いたしておりません。 

17



(訂正前)

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社 （1）連結子会社

  連結子会社の数 ３社

  連結子会社の名称
   株式会社データプレイス
   クロス・エー株式会社 
   株式会社エアフォルク
 
 株式会社データプレイスは平成20年
４月１日に会社分割し、株式会社DPGホ
ールディングスに商号変更し、純粋持
株会社体制へ移行しました。これと同
時に、事業会社として株式会社デー 
タプレイスを新設分割したため当連結
会計年度より連結の範囲に含めており 
ます。
 株式会社フォト・ウェーブは平成20
年３月31日の株式交換により、当連結
会計年度より連結の範囲に含めており
ましたが、平成20年11月７日の株式売
却により連結子会社から除外していま
す。なお、平成20年10月１日をみなし
売却日としたため、平成20年４月１日
から平成20年９月30日までの損益計算
書を連結しております。
 ミッションステートメント株式会社
は平成20年３月31日と平成20年５月１
日のデットエクイティスワップにより
株式会社フォト・ウェーブの連結子会
社となりました。これに伴い平成20年
４月１日をみなし取得日として、当連
結会計年度より連結の範囲に含めてお
りましたが、平成20年11月７日の株式
会社フォト・ウェーブ株式の売却によ
り連結子会社から除外しています。
 なお、同社についても平成20年４月
１日から平成20年９月30日までの損益
計算書を連結しております。

  連結子会社の数 ３社

  連結子会社の名称
  株式会社SPARKS 

   パレットメディア株式会社 
   株式会社prime construct

株式会社データプレイスは平成21年
２月２日の株式売却により連結子会社
から除外しています。なお、平成21年
１月１日をみなし売却日としたため、
財務諸表を連結しておりません。

株式会社prime constructは平成21年
５月12日の株式交換により、当連結会
計年度より連結の範囲に含めていま
す。なお、平成21年５月31日をみなし
取得日としておりますが、株式会社
SPARKSとの株式交換が逆取得に該当す
るため、損益計算書を連結しておりま
せん。

株式会社エアフォルクは平成21年11
月30日の株式売却により連結子会社か
ら除外しています。なお、平成21年10
月１日をみなし売却日としております
が、株式会社SPARKSとの株式交換が逆
取得に該当するため、損益計算書を連
結しておりません。

株式会社SPARKSは平成21年12月21日
の株式交換により、当連結会計年度よ
り連結の範囲に含めています。なお、
平成21年12月31日をみなし取得日とし
ておりますが、株式会社SPARKSとの株
式交換が逆取得に該当するため、平成
21年１月１日からの損益計算書を連結
しており、連結財務諸表は、平成21年
12月31日に株式会社SPARKSが当社を取
得したものとみなし、当社の連結財務
諸表は株式会社SPARKSの連結財務諸表
が基準となります。

パレットメディア株式会社は、平成
21年４月20日にクロス・エー株式会社
より商号変更しております。

（2）非連結子会社

  非連結子会社はありません。
 株式会社インターネットペイメント
サービスは平成20年８月15日の株式交
換により株式を取得しましたが平成20
年11月７日に株式を売却し一時的な保
有であるため非連結子会社となりまし
た。なお、平成20年11月７日の株式売
却により非連結子会社から除外してい
ます。

（2）非連結子会社

  非連結子会社はありません。

２ 持分法の適用に関する事

項

 持分法適用関連会社及び持分法非適
用関連会社はありません。 
 前連結会計年度において持分法適用
関連会社でありましたグリーンネット
ワーク株式会社は、平成20年９月12非
の株式売却により持分法適用関連会社
から除外しています。 
 株式会社インターネットペイメント
サービスは平成20年８月15日の株式交
換により株式を取得しましたが平成20
年11月７日に株式を売却し一時的な保
有であるため持分法非適用関連会社と
なりました。なお、平成20年11月７日
の株式売却により持分法非適用関連会
社から除外しています。

持分法適用関連会社及び持分法非
適用関連会社はありません。
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 （後略） 

(訂正前)

項目
前連結会計年度

(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 全連結子会社の決算日は当社連結決算

日（12月31日）に統一されておりま

す。

 
同左

なお、当期中において、株式
会社SPARKSの決算期を9月より
12月に変更しております。連
結財務諸表の作成に当たって
は同社の平成21年１月１日か
ら９月30日までの損益を含め
ております。

４ 会計処理基準に関する事

項

① 重要な資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券
 ①その他有価証券 
  時価のないもの

(1) 有価証券  

      同左

移動平均法による原価法

(2) 商品 
  個別法による原価法       ──────
(3) 仕掛品 
  個別法による原価法       ──────

(2) 原材料
最終仕入原価法による原価法
（収益性の低下による簿価切
下げの方法）を採用しており
ます。

② 重要な減価償却資産の償

却方法

(1)有形固定資産

定率法
取得価額10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産については、3年間
の均等償却によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物        10～15年

工具、器具及び備品 ３～10年

(1)有形固定資産（リース資産

を除く）

    同左

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

(2)無形固定資産（リース資産

を除く）

同左

市場販売目的のソフトウェア
見込販売数量に基づく償却額と、３

年を限度とする残存有効期間に基づく
均等配分額を比較し、いずれか大きい
額を償却する方法によっております。

同左

(3)長期前払費用
均等償却によっております。
なお、償却期間については法人税法

に規定する方法と同一の基準によって
おります。

(3)長期前払費用

同左

③ 重要な繰延資産の処理方

法

株式交付費  
 支出時に全額費用として処理してお
ります。 

株式交付費  

      同左
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 （中略） 

 
 （後略） 

(訂正前)

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで流動資産「その他」に含めて表示

しておりました「短期貸付金」及び「前払金」について

は、当連結会計年度において総資産の100分の5を超える

こととなったため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「短期貸付金」は

14,000千円、「前払金」は30,702千円であります。  

 前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表示

しておりました「未払金」については、当連結会計年度

において総資産の100分5を超えることとなったため、当

連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結

会計年度の「未払金」は8,827千円であります。

（連結損益計算書）

 前連結会計年度まで営業外収益「その他」に含めて

表示しておりました「業務受託益」については、当連

結会計年度において営業外収益の100分の10を超えるこ

ととなったため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「業務受託益」は

2,116千円であります。

（連結貸借対照表）
「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」（平

成20年８月７日 内閣府令第50号）が適用となることに
伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として
一括掲記されていたものは、当連結会計年度から「原材
料」として区分掲記しております。 
 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」の内容は、
「商品」11,448千円、「仕掛品」8,291千円でありま
す。
前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表示し
ておりました「未払費用」については、当連結会計年度
において総資産の100分の５を超えることとなったた
め、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、
前連結会計年度の「未払費用」は7,836千円でありま
す。
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 （注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 
(1) 企業情報事業・・・・・・・・企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢ

ＲＬ関連システム開発、等 
(2) ＸＭＬ事業・・・・・・・・・ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等 
(3) コンシューマー事業・・・・・出退勤管理システム提供、BDFプラント企画販売等 
(4) システム事業・・・・・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は365,557千円であり、その主なも
のは管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は25,395千円であり、その主なものは余剰運用
資金及び管理部門にかかる資産等であります。 

５ 減価償却費の欄には、長期前払費用償却を含めております。 
  

 
 （注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 
      なお、株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当するため、当連結会計年度の経営成績には、DPGグル 
     ープの経営成績は反映されておりません。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

  (1) 宅配中華事業・・・・・・・・中華料理のデリバリーサービス等 

  (2) その他・・・芸能事業（事業譲渡済）、広告・出版事業、飲食店舗プロデュース事業 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は676,757千円であり、その主なものはのれん及
び管理部門にかかる資産等であります。 

４ 消去又は全社に含めた減損損失43,887千円及び資本的支出719,485千円は、DPGグループののれんに係るも
のであります。 

 （後略） 

(訂正前)

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日）

企業情報事業 
（千円）

ＸＭＬ事業
（千円）

コンシュー
マー事業 
（千円）

システム事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社 
  （千円）

連結
（千円）

Ⅰ 売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 153,752 303,287 109,403 549,737 1,116,180 ─ 1,116,180

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

67,062 ─ ─ 7,315 74,377 （74,377） ─

計 220,814 303,287 109,403 557,052 1,190,558 （74,377） 1,116,180

営業費用 107,527 246,430 112,105 659,752 1,125,815 365,557 1,491,373

営業利益又は営業損失（△） 113,287 56,856 △2,702 △102,699 64,742 （439,935） △375,193

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出

資産 13,776 49,250 2,409 203,499 268,935 25,395 294,331

減価償却費 51,359 25,391 32,598 8,072 117,422 4,565 121,987

減損損失 184,707 71,209 137,703 215,635 609,254 3,958 613,213

資本的支出 50,000 963 8,031 1,907 60,903 － 60,903

当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）

宅配中華事業 

（千円）

その他 

（千円）

計 

（千円）

消去又は全

社 

  （千円）

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 1,102,509 6,149 1,108,659 ─ 1,108,659

   (2) セグメント間の内部 

       売上高又は振替高
─ ─ ─ ─ ─

計 1,102,509 6,149 1,108,659 ─ 1,108,659

   営業費用 1,424,559 77,001 1,501,561 ─ 1,501,561

   営業損失 322,049 70,852 392,901 ─ 392,901

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損 

失及び資本的支出

資産 551,839 150,683 702,522 676,757 1,379,279

減価償却費 89,748 362,115 90,110 ─ 90,110

減損損失 ─ ─ ─ 43,887 43,887

資本的支出 44,231 ─ 44,231 719,485 763,716
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（省略） 

当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 
(追加情報） 

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基
準委員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準委員会 企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。 
(1) 役員及び個人主要株主等 

 
（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。 

３ 株式会社SPARKSの損害に対して、両氏は平成21年12月30日付にて総額400,000千円の違約損失補償を行ってお

ります。なお、両氏が保有する当社株式36,360株（当社発行済株式数の14.9％）を担保とすることとしてお

ります。 

４ 株式会社SPARKSは、短期借入金の一部に対して債務免除をうけております。 

５ 株式会社SPARKSは、銀行借入債務の一部に対して同社代表取締役上山篤志より連帯保証をうけております。

なお、保証料の支払は行っておりません。取引金額欄には被保証債務の当社連結会計年度末残高を記載して

おります。 

 （後略） 

  

(訂正前)

(関連当事者情報)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は 
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(子会社 
役員)

上山篤志 ─      ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

（被所有）
直接

10.04％

違約損失補償
 

違約損失補
償（※３）

270,000
長期未収入

金
268,531

経費の前払 経費の前払 1,959 仮払金 ─

資金援助
芸能事業部
への貸付

4,492短期借入金 ─

資金援助
債務免除

（※４）
22,777 ─ ─

債務被保証

当社銀行

借入に対

する債務

被保証

（※５）

75,235 ─ ─

子会社 
役員

江口英喜 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

(被所有)
直接4.87％

違約損失補償
違約損失補
償（※３）

 130,000
長期未収入

金
128,506

資金援助

宅配中華

事業部へ

の貸付

77,874
短期借

入金
─

資金援助
債務免除

（※４）
1.333 ─ ─

債務被保証

当社銀行借
入に対する
債務被保証
（※５）

55,715 ─ ─
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前連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日) 

 

 

 

 
 （中略） 

(訂正前)

(ストック・オプション等関係)

  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

  (1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社及び当社子会社の取締役 ６名
当社及び当社子会社の従業員 20名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,852株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成18年６月１日    至 平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名、社) 当社の代表取締役 １名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 2,000株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成16年６月１日  至 平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社の監査役   ３名
当社従業員      ３名 
当社子会社の従業員 １名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 500株

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成19年９月10日    至 平成24年３月７日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数(名、社)
当社の取締役   １名
当社の従業員   ８名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 550株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成20年４月30日    至  平成25年４月26日
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当連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日) 

 

 

 

 
（注）平成16年３月30日決議のストック・オプションは平成21年３月30日権利行使期間が終了したため、失効してお

ります。 

 （後略） 

(訂正前)

  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

  (1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社の取締役 ６名
当社及び当社子会社の従業員 20名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,852株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成18年６月１日    至 平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数 当社の代表取締役  １名

株式の種類及び付与数 普通株式 2,000株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成16年６月１日  至 平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数
当社の監査役   ３名
当社従業員      ３名 
当社子会社の従業員 １名

株式の種類及び付与数 普通株式 500株

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成19年９月10日    至 平成24年３月７日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数
当社の代表取締役  １名
当社の従業員    ８名

株式の種類及び付与数 普通株式 550株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成20年４月30日   至 平成25年４月26日
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(注)１ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
※期中平均株式数の算定上の基礎となる株式数（普通株式の発行済株式数から自己株式数を控除した株式
数）は、株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当し、みなし取得日が当連結会計年度末日となるため、
当連結会計年度における株式会社SPARKSの株式数を当社株式数に換算して算定しております。株式会社
SPARKSの株式数の当社株式数の換算方法は、当社と株式会社SPARKSとの株式交換における交換比率によって
おります。 
 （後略） 

(訂正前)

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

 

１株当たり純資産額 △8,705円 98銭
１株当たり当期純損失 18,735円 54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純損失であるため記載しており
ません。

 

１株当たり純資産額 266円 12銭
１株当たり当期純損失 △5,544円 28銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失であるため記載して
おりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自平成21年１月１日
至平成21年12月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 1,196,395 254,933

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,196,395 254,933

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 63,857 45,981

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第1回新株予約権1,852株
第2回新株予約権2,400株 
第6回新株予約権 500株 
第7回新株予約権 850株

第6回新株予約権 500株
第7回新株予約権  550株
第8回新株予約権10,000株
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(訂正後) 平成21年12月期 決算短信

 

上 場 会 社 名 株式会社DPGホールデイングス 上場取引所  名証 セントレックス

コ ー ド 番 号 3781 URL http://www.dpgh.jp/

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)松田 純弘
問合せ先責任者 (役職名)IRグループマネージャー (氏名)篠塚 剛 TEL (03)5464－3060  

定時株主総会開催予定日 平成22年３月26日 配当支払開始予定日     ─

有価証券報告書提出予定日 平成22年３月26日

(百万円未満切捨て)

1. 21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 21年12月期 1,108 ─ △382 ─ △392 ─ △444 ─

 20年12月期 1,116 △1.8 △375 ─ △386 ─ △1,196 ─

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 21年12月期
△

9,676
46 ─ ─ ― ― △34.5

 20年12月期
△

18,735
54 ─ ─ ─ △52.7 △33.6

(参考) 持分法投資損益 21年12月期 0百万円 20年12月期 0百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

 21年 12月期 1,339 △122 △9.2 △503 15

  20年 12月期 294 △570 △198.3 △8,705 98

(参考) 自己資本 21年12月期 △122百万円 20年12月期 △583百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 21年 12月期 △135 △122 253 54

 20年 12月期 7 17 △41 21

2. 配当の状況

１株当たり配当金
配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)

第１ 
四半期末

第２ 
四半期末

第３
四半期末

期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年12月期 ─ ─ 0 00 ─ ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

21年12月期 ─ ─ 0 00 ─ ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

22年12月期(予想) ─ ─ 0 00 ─ ─ 0 00 0 00 ─ ─ ─

3. 22年12月期の連結業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 720 ─ 22 ─ 22 ─ 15 ─ 64 83

通 期 1,478 ─ 67 ─ 67 ─ 428 ─ 1,757 62
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(注) 詳細は、 ７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         有 

〔(注) 詳細は、22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

  

 
(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、41ページ「１株当たり情報」をご

覧ください。 

  

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

 

(訂正後)

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有

新規  ２社（社名 株式会社prime construct、株式会社SPARKS）

除外  ２社（社名 株式会社データプレイス、株式会社エアフォルク）

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 21年12月期 243,737株 20年12月期 67,033株

② 期末自己株式数 21年12月期 ─株 21年12月期 ─株

(参考) 個別業績の概要

1. 21年12月期の個別業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 21年12月期 6 △97.6 △101 ─ △101 ─ △171 ─

 20年12月期 253 △45.2 △38 ─ △36 ─ △1,007 ─

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

 21年12月期 △2,306 36 ─ ─

 20年12月期 △15,780 62 ─ ─

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

 21年12月期 30 △451 △1,490.5 △1,850 72

 20年12月期 14 △392 △2,629.8 △5,860 47

(参考) 自己資本 21年12月期 △451百万円 20年12月期 △392百万円

2. 平成22年12月期の個別業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 37 455.1 △12 ─ △12 ─ △13 ─ △55 00

通 期 74 ─ △25 ─ △25 ─ 347 ─ 1,425 20
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 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を

含んでおります。実際の業績等は業況の変化等により、上記の予想数値と異なる場合があります。 
なお、予想に関する事項は３ページ「1 経営成績（1）経営成績に関する分析」をご参照ください。 

※注記事項 

当社は、平成21年12月21日をもって株式会社SPARKSを株式交換により完全子会社といたしました。ただし、

「企業連結会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号（平成19年11月

15日 企業会計基準委員会））（以下「企業会計基準」といいます。）上は逆取得に該当することになるため、

連結財務諸表は、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが当社を取得したものとみなし、当社の連結財務諸表は株

式会社SPARKSの連結財務諸表が基準となります。その結果、平成20年12月期決算短信時に当社が発表した連結財

務諸表数値と、当連結会計年度の連結財務諸表数値との間には連続性がなくなっております。このため、「１、

平成21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）（１）連結経営成績の対前期増減率」につ

きましては全て「－」表記となっております。 

上記に記載した連結業績予想数値の「３．平成22年12月期の業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31

日）（１）連結業績予想の対前期増減率」につきましては、前連結会計年度の連結財務諸表数値との連続性がな

くなっているため、全て「－」表記となっております。なお、上記予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づ

き判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記

予想数値と異なる場合があります。 

期中平均株式数の算定上の基礎となる株式数（普通株式の発行済株式数から自己株式数を控除した株式数）の

うち、当連結会計年度開始の日からみなし取得日までの株式数は、当該期間における株式会社SPARKSを当社株式

数に換算して算定しております。株式会社SPARKSの株式数の当社株式数への換算方式は、当社と株式会社SPARKS

との株式交換における交換比率によっております。なお、株式会社SPARKSは平成21年９月30日に増資を行ってお

りますが、その日以前の株式会社SPARKSの株式数も増資後の株式数で算定しております。実際の業績等は、業況

の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成21年12月期の自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率につきましては平成20年12月期決算短信時に当

社が発表した連結財務諸表数値と、当連結会計年度の連結財務諸表との間には連続性がなくなっているため、

「１．平成21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）（１）連結経営成績」は全て「－」

表記となっております。 

(訂正後)

１．連結業績について

２．業績予想について

３．１株当たり当期純利益について

４．自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率について
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当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融危機の影
響から引き続き、雇用・所得環境の改善が見られず、個人消費の低迷が続いております。 
 中食・宅配食業界においても、生活防衛意識の高まりから消費者の内食志向が高まるなかで、外食
産業間の競争激化などにより厳しい経営環境が続いております。 
 このような状況の下、当社グループは債務超過解消を喫緊の課題とし、収益モデルの変革のため、
Ｍ＆Ａによる事業収益の確保及び、システム開発事業から店舗事業への変革を図ると共に、第三者割
当増資による財務基盤の強化を行ってまいりました。また、重畳的債務保証の債権者に対しては一部
債務免除を含む金融支援の要請を行ってまいりました。 
 これらの施策により、平成21年２月２日株式会社データプレイスの全株式売却、また平成21年11月
30日株式会社エアフォルクの全株式売却により両社を連結除外とする一方、平成21年５月12日効力発
生の株式会社prime constructとの株式交換、平成21年12月21日効力発生の株式会社SPARKSとの株式
交換により両社を完全子会社といたしました。その結果当社グループは、当社及び、株式会社
SPARKS・パレットメディア株式会社（クロス・エー株式会社より平成21年４月20日に商号変更）・株
式会社prime construct、の子会社3社から構成されております。 
なお、平成21年12月21日を効力発生日とする、株式会社SPARKSとの株式交換が、逆取得に該当する

こととなり、当社グループの連結財務諸表は会計処理上、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが当社
を取得したものとみなし、当社グループの連結財務諸表は株式会社SPARKSの財務諸表が基準となりま
す。そのため、以下の業績は当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime constructの
業績が反映されておりません。 
 当連結会計年度の業績は、売上高1,108,659千円、営業損失382,901千円、経常損失392,642千円、
当期純損失444,933千円となりました。  
 以下、本決算短信において使用しているグループ呼称を定義しております。 
「DPGHグループ」・・・当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime construct 
「当社グループ」・・・当社及び当社の連結子会社 
  
また、事業の種類別セグメントの業績につきましては、下記のとおりでありますが、株式会社SPARKS
を取得企業とし、当社を被取得企業とした株式交換は、平成21年12月31日をみなし取得日としている
ため、当連結会計年度のセグメント情報は株式会社SPARKSのみの業績を反映しており、当社及びパレ
ットメディア株式会社並びに株式会社prime constructの業績は反映されておりません。 
①宅配中華事業 
宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、不採算店舗の閉鎖と配達エリアの見直
し等を行ってまいりましたが、通期においての店舗ベースでの全店舗黒字を達成することができ
ず、当連結会計年度の売上高は1,102,509千円、営業損失は312,049千円となりました。 

②その他事業 
その他事業におきましては、平成21年10月１日付にて、第三者へ事業譲渡したため、当連結会計年
度の業績は平成21年９月30日までの業績となり、売上高は6,149千円、営業損失は70,852千円とな
りました。 
  

(次期の見通し) 
 今後の経済見通しについては、引き続き減速感が懸念される状況になるものと考えられます。 
 中食・宅配食業界においても、外食産業間の値引競争等の競争激化が予想されます。 
 この様な状況の下、当社グループの宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）は、「本格中華を
お手軽なお値段でご自宅へ」というビジネスモデルの下、同業他社との差別化を図りつつ、スクラ
ップアンドビルドによる配達エリアの見直しと共に、当社グループで保有するノウハウなどの知的
資産をお金に換えるという事業コンセプトを継承し、迅速な収益の改善を実現いたします。 
 なお、平成21年12月21日を効力発生日とする、株式会社SPARKSとの株式交換が、逆取得に該当す
ることとなり、当社グループの連結財務諸表は会計処理上、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが
当社を取得したものとみなし、当社グループの連結財務諸表は株式会社SPARKSの財務諸表が基準と
なります。そのため、当期の業績は当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime 
constructの業績が反映されておりませんので、次期の見通しの前期比は省略いたします。 
①収益力の確保による企業価値の向上 

1）スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化による全店舗黒字化 
2) 商品メニュー改定と原材料の見直し及び仕入先見直しによるコスト削減 
3）フランチャイズ店舗による全国展開 

  
②企業シナジーの追求 

1）売上アップにつなげるSEOマーケティング 
2）WEBを通じた独自受注システムの構築 

  
次期の見通しに関しましては、黒字転換を必達とし、連結売上高1,478百万円、連結営業利益67百
万円、連結経常利益67百万円、連結当期純利益428百万円を予定しております。 

(訂正後)

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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①資産・負債及び純資産の状況 
当連結会計年度末における総資産は、1,339,603千円となりました。これは、株式会社SPARKS

（以下「SPARKS」という）の総資産に平成21年12月31日時点のDPGHグループが保有する総資産の時
価評価額を取り込んだものです。負債は1,462,240千円となりました。これは、SPARKSの負債に平
成21年12月31日時点のDPGHグループが保有する負債の時価評価額を取り込んだものの合計額となり
ます。これらの結果、純資産は△122,636千円の債務超過となりました。 
  

②キャッシュ・フローの状況 
 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動による資金
の支出135,134千円、投資活動による資金の支出122,653千円、財務活動による資金の収入253,226
千円などにより54,110千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のと
おりであります。 
 なお、SPARKSを取得企業とし当社を被取得企業とした株式交換は、SPAKSのキャッシュ・フロー
の状況を基準とし作成しており、平成21年12月31日をみなし取得日としているため、DPGHグループ
のキャッシュ・フローの状況は期末資金残高がキャッシュ・フロー計算書末尾「新規連結に伴う現
金及び現金同等物の増加額」にて加算されております。 
  
＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

営業活動の結果、135,134千円の資金の減少となりました。これは主に違約損失補償金400,000
千円及び税金等調整前当期純損失440,310千円、貸倒引当金の増加384,486千円等によるものであ
ります。 
  
＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

投資活動の結果、122,653千円の資金の減少となりました。これは、貸付による支出58,351千
円及び有形固定資産の取得による支出44,231千円等によるものであります。 
  
＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

財務活動の結果、253,226千円の資金の増加となりました。これは、短期借入金の増加額
192,511千円、長期借入れによる収入70,000千円等によるものであります。 
  

 これらの結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は、54,110千円となり
ました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）自己資本比率           ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ： 株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式評価後）により算出しておりま

す。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払って
いるすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計
算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 平成18年12月期及び平成19年12月期並びに平成21年12月期につきましては、営業活動によるキャ
ッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カ
バレッジ・レシオの表示はしておりません。 

  

 （中略） 

(訂正後)

(2) 財政状態に関する分析

平成17年12月期 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期

自己資本比率（％） 51.6 57.6 38.8 △198.3 △9.2

時価ベースの自己資本比率
（％）

107.8 94.9 89.4 159.4 48.2

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

36.8 ─ ─ 56.2 ─

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

2.9 ─ ─ 0.5 ─
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当社グループは、前連結会計年度に375,193千円、当連結会計年度に382,901千円の営業損失を計上

し、また前連結会計年度に1,196,395千円、当連結会計年度に444,933千円の当期純損失を計上し、ま

た、前連結会計年度末からの債務超過状態は解消されず、当連結会計年度末の純資産額は122,636千円

の債務超過状態であり、さらに788,987千円の「のれん」が計上されており、来期以降、多額ののれん

償却が発生することによって、損益を圧迫し、さらに純資産を毀損させる恐れがあります。当該状況に

より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。当社グループは、この

ような状況を解消すべく、事業の更なる再編を実行し、収益力の向上を最優先課題として、経営基盤の

強化を図ります。 

（具体的な経営施策） 

１．収益力の確保による企業価値の向上 

当社グループの中核事業であります、宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、全

店舗黒字化を目指します。また、フランチャイズ店舗による全国展開のため、フランチャイズノウハウ

を有する企業との提携を検討していきます。 

①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化による全店舗黒字化 

平成22年度第１四半期より不採算店舗の閉鎖と未出店エリアへの進出による配達エリアの見直しを進

めると共に、人員配置の最適化を実施しております。これにより全店舗ベースでの黒字化を目指してお

ります。 

②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し 

当社グループの事業モデルである「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更する

ことなく、他社との差別化を図るための商品メニューの開発を行うと共に、平成22年度第１四半期より

一括仕入れを実施しコスト削減を図ります。 

③フランチャイズ店舗による全国展開 

当社グループでは、現在直営店舗を都内にて12店舗展開しておりますが、フランチャイズによる収益

確保及び、当社ブランドの商圏拡大のため平成22年度第３四半期を目処にフランチャイズノウハウを有

する企業との提携を図ります。 

④企業シナジーの追求による収益向上 

当社グループ会社各社が有する飲食店舗プロデュース事業並びにITマーケティング技術を組み合わ

せ、現在チラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢからの受注比率（現在約20％）を40％まで高めること

により、コスト削減による収益拡大、新規顧客拡大を図ります。 

２．のれんの償却への対応 

多額ののれん償却へ対応するための具体的な経営施策は以下のとおりであります。 

①債務免除要請 

株式会社データプレイス（元子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、今期中の解消をめ

ざし、引き続き債務免除等の金融支援を要請していきます。 

②事業収益の拡大 

さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる企業グループの構築を目指します。 

③財務基盤の安定 

平成22年度第３四半期を目処に第三者割当増資等により財務基盤の安定を図ります。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を連結財務諸表に反映しておりません。 

  （後略） 

  

(訂正後)

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等
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(訂正後)

4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,843 54,110

受取手形及び売掛金 262,848 92,135

たな卸資産 19,740 －

原材料 － 6,011

短期貸付金 59,671 8,930

前払金 22,666 －

その他 18,713 22,526

貸倒引当金 △158,881 △5,814

流動資産合計 246,602 177,899

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,755 88,386

減価償却累計額 △1,588 △35,907

建物及び構築物（純額） 7,167 52,479

その他 30,124 32,893

減価償却累計額 △22,315 △30,075

その他（純額） 7,809 2,818

減損損失累計額 △13,597 －

有形固定資産合計 1,378 55,297

無形固定資産

ソフトウエア 12,965 3,057

のれん － 788,987

その他 640 320

無形固定資産合計 13,605 792,365

投資その他の資産

投資有価証券 0 －

長期前払費用 1,522 620

長期未収入金 143,690 635,274

破産更生債権等 3,400 114,818

その他 31,277 66,383

貸倒引当金 △147,144 △503,054

投資その他の資産合計 32,745 314,040

固定資産合計 47,728 1,161,703

資産合計 294,331 1,339,603

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 209,349 234,232

短期借入金 117,096 197,233

1年内返済予定の長期借入金 199,332 37,140

未払金 99,710 364,984

未払費用 － 98,871

未払法人税等 4,872 11,095

前受金 1,335 1,400
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債務保証損失引当金 － 447,866

返品調整引当金 634 2,124

店舗閉鎖損失引当金 － 11,358

その他 17,806 26,716

流動負債合計 650,136 1,433,025

固定負債

長期借入金 85,183 23,575

リース資産減損勘定 128,061 －

負ののれん 1,812 －

退職給付引当金 － 3,840

その他 － 1,800

固定負債合計 215,057 29,215

負債合計 865,194 1,462,240

純資産の部

株主資本

資本金 798,486 149,713

資本剰余金 1,293,724 244,578

利益剰余金 △2,675,798 △516,928

株主資本合計 △583,588 △122,636

少数株主持分 12,725 －

純資産合計 △570,862 △122,636

負債純資産合計 294,331 1,339,603
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(訂正後)

(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

売上高 1,116,180 1,108,659

売上原価 936,086 327,300

売上総利益 180,094 781,358

販売費及び一般管理費 ※1, ※2 555,287 ※1 1,164,260

営業損失（△） △375,193 △382,901

営業外収益

受取利息 1,427 4

受取配当金 0 －

業務受託料 7,225 －

受取事務手数料 － 9,216

雑収入 5,796 387

その他 42 －

営業外収益合計 14,492 9,607

営業外費用

支払利息 17,747 17,024

支払保証料 3,213 －

その他 4,571 2,324

営業外費用合計 25,531 19,348

経常損失（△） △386,232 △392,642

特別利益

貸倒引当金戻入額 674 －

関係会社株式売却益 25,394 －

債務免除益 － －

事業分離における移転利益 － 146

違約損失補償金 － ※3 400,000

前期損益修正益 ※6 1,238 ※6 125

その他 3,170 －

特別利益合計 30,478 400,272

特別損失

固定資産除却損 ※4 2,039 －

減損損失 ※5 613,213 ※5 43,887

投資有価証券評価損 20,299 －

貸倒引当金繰入額 97,333 384,486

たな卸資産評価損 66,957 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 11,358

前期損益修正損 ※7 295 －

その他 37,732 8,207

特別損失合計 837,871 447,940

税金等調整前当期純損失（△） △1,193,625 △440,310

法人税、住民税及び事業税 2,550 4,623

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

法人税等調整額 9 －

法人税等合計 2,560 4,623

少数株主利益 209 －

当期純損失（△） △1,196,395 △444,933
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(訂正後)

(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 768,480 798,486

当期変動額

被取得企業の前期末残高 － △798,486

取得企業の期首残高 － 18,000

新株の発行 30,006 80,000

株式交換による増加 － 51,713

当期変動額合計 30,006 △648,773

当期末残高 798,486 149,713

資本剰余金

前期末残高 1,166,213 1,293,724

当期変動額

被取得企業の前期末残高 － △1,293,724

取得企業の期首残高 － －

新株の発行 127,511 79,998

株式交換による増加 － 164,579

当期変動額合計 127,511 △1,049,146

当期末残高 1,293,724 244,578

利益剰余金

前期末残高 △1,479,403 △2,675,798

当期変動額

被取得企業の前期末残高 － 2,675,798

取得企業の期首残高 － △71,994

当期純損失（△） △1,196,395 △444,933

当期変動額合計 △1,196,395 2,158,870

当期末残高 △2,675,798 △516,928

株主資本合計

前期末残高 455,289 △583,588

当期変動額

被取得企業の前期末残高 － 583,588

取得企業の期首残高 － △53,994

新株の発行 157,517 159,998

株式交換による増加 － 216,293

当期純損失（△） △1,196,395 △444,933

当期変動額合計 △1,038,878 460,951

当期末残高 △583,588 △122,636

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

少数株主持分

前期末残高 12,515 12,725

当期変動額

被取得企業の前期末残高 － △12,725

取得企業の期首残高 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 209 －

当期変動額合計 209 △12,725

当期末残高 12,725 －

純資産合計

前期末残高 467,805 △570,862
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当期変動額

被取得企業の前期末残高 － 570,862

取得企業の期首残高 － △53,994

新株の発行 157,517 159,998

株式交換による増加 － 216,293

当期純損失（△） △1,196,395 △444,933

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 209 －

当期変動額合計 △1,038,668 448,226

当期末残高 △570,862 △122,636
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(訂正後)

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,193,625 △440,310

減価償却費 12,183 49,872

減損損失 613,213 43,887

ソフトウエア償却費 69,958 －

長期前払費用償却額 39,846 －

のれん償却額 49,412 30,237

固定資産除却損 2,039 －

差入保証金償却額 － 9,350

貸倒引当金の増減額（△は減少） 172,539 384,486

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 11,358

受取利息及び受取配当金 △1,428 △4

支払利息 17,747 17,024

持分法による投資損益（△は益） 624 －

投資有価証券売却損益（△は益） △624 －

投資有価証券評価損益（△は益） 20,299 －

関係会社株式売却損益（△は益） △25,394 －

債務免除益 － －

違約損失補償金 － △400,000

事業譲渡損益（△は益） － △146

売上債権の増減額（△は増加） △21,562 △539

破産更生債権等の増減額（△は増加） 30,000 －

仕入債務の増減額（△は減少） 88,717 28,379

たな卸資産の増減額（△は増加） 60,180 67

未払消費税等の増減額（△は減少） － 2,185

前受金の増減額（△は減少） － 200

未払金の増減額（△は減少） 94,974 94,521

その他の資産の増減額（△は増加） 20,244 △12,920

その他の負債の増減額（△は減少） △50 53,408

その他 △28,512 12,174

小計 20,784 △116,764

利息及び配当金の受取額 1,444 4

利息の支払額 △13,699 △17,024

法人税等の支払額 △1,376 △1,349

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,151 △135,134

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,170 △44,231

有形固定資産の売却による収入 5,343 －

無形固定資産の取得による支出 △589 －

投資有価証券の売却による収入 60,150 －

連結除外に伴う変動額 48,329 －

子会社株式の売却による収入 ※2 11,431 －

貸付けによる支出 △44,321 △58,351

貸付金の回収による収入 － 180

敷金及び保証金の差入による支出 － △21,211

事業譲渡による収入 － 961

長期前払費用の取得による支出 △51,142 －

その他 △2,462 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 17,567 △122,653
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財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,776 192,511

長期借入れによる収入 30,000 70,000

長期借入金の返済による支出 △63,475 △9,285

社債の償還による支出 △72,000 －

株式の発行による収入 60,012 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △41,687 253,226

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,967 △4,561

現金及び現金同等物の期首残高 38,811 21,843

被取得企業の現金及び現金同等物の期首残高 － △21,843

取得企業の現金及び現金同等物の期首残高 － 11,357

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 47,314

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 21,843 ※1 54,110
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(訂正後)

(5)【継続企業の前提に関する注記】

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

 当社グループは、前連結会計年度に453,486千円、当連

結会計年度に375,193千円の大幅な営業損失を計上すると

同時に、営業キャッシュ・フローにつきましても前連結

会計年度に372,512千円のマイナスを計上しております。

また、事業再編による特別損失の計上によって1,196,395

千円の多額な当期純損失を計上したことにより、570,862

千円の債務超過となっております。当該状況により、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当社グループは、このような状況を解消すべく、事業の

再構築と組織再編をより抜本的に実行し、収益力を最優

先とする経営基盤の強化を図ります。 

平成21年2月2日開催の当社取締役会において、赤字の連

結子会社である株式会社データプレイスの株式売却を決

議し、同日売却いたしました。その概要は注記事項の

（重要な後発事象）に記載のとおりであります。 

今後の経営方針として、具体的に平成21年度に行う施策

は以下のとおりであります。 

①収益モデルの変革 

初期コストの高いシステム開発事業からの脱却を図り、

当社グループが保有するITマーケティング技術を生かし

た事業への転換を行い、各種案件の獲得へとつなげてま

いります。 

②財務基盤の強化 

平成21年度第3四半期を目処に、第三者割当増資による経

営基盤の安定化を図ります。 

③コストの見直し 

組織を見直し、余剰人員の整理及び一般管理費につきま

しても各費目の費用対効果の見直しを行い、コスト削減

計画を実行します。 

④事業収益の確保 

当社グループにおけるM&Aの成立を目指し、従来の事業と

のシナジー効果を追求します。 

上記の施策を確実に実行していくことで、当社グループ

の資金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組んでま

いります。これら施策の結果、継続企業の前提に関する

重要な疑義を解消できるものと判断しております。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重大な疑義の影響を連結財務諸表には反映い

たしておりません。

当社グループは、前連結会計年度に375,193千円、

当連結会計年度に382,901千円の営業損失を計上して

おります。また、前連結会計年度に1,196,395千円、

当連結会計年度に444,933千円の当期純損失を計上

し、また前連結会計年度末からの債務超過状態は解

消されず、当連結会計年度末の純資産額は122,636千

円の債務超過状態であり、さらに788,987千円の「の

れん」が計上されており、来期以降、多額ののれん

償却が発生することによって、損益を圧迫し、さら

に純資産を毀損させる恐れがあります。当該状況に

より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しています。当社グループは、この

ような状況を解消すべく、事業の更なる再編を実行

し、収益力の向上を最優先課題として、経営基盤の

強化を図ります。 

 今後の経営方針として具体的に平成22年度に行う

施策は以下のとおりであります。 

１．収益力の確保による企業価値の向上 

 当社グループの中核事業であります、宅配中華事

業（屋号：チャイナクイック）におきましては、全

店舗黒字化を目指します。また、フランチャイズ店

舗による全国展開のため、フランチャイズノウハウ

を有する企業との提携を検討していきます。  

 ①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化

による全店舗黒字化  

 平成22年度第１四半期より不採算店舗の閉鎖と未

出店エリアへの進出による配達エリアの見直しを進

めると共に、人員配置の最適化を実施しておりま

す。これにより全店舗ベースでの黒字化を目指して

おります。  

 ②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し  

 当社グループの事業モデルである「本格中華をお

手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更する

ことなく、他社との差別化を図るための商品メニュ

ーの開発を行うと共に、平成22年度第１四半期より

一括仕入れを実施しコスト削減を図ります。  

 ③フランチャイズ店舗による全国展開  

 当社グループでは、現在直営店舗を都内にて12店

舗展開しておりますが、フランチャイズによる収益

確保及び、当社ブランドの商圏拡大のため平成22年

度第３四半期を目処にフランチャイズノウハウを有

する企業との提携を図ります。  

 ④企業シナジーの追求による収益向上  

 当社グループ会社各社が有する飲食店舗プロデュ

ース事業並びにITマーケティング技術を組み合わ

せ、現在チラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢか

らの受注比率（現在約20％）を40％まで高めること

により、コスト削減による収益拡大、新規顧客拡大

を図ります。 
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(訂正後)

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日)

 ２．のれん償却への対応
 多額ののれん償却へ対応するための具体的な経営施
策は以下のとおりであります。  
①債務免除要請 
 株式会社データプレイス（元子会社）の重畳的債務
保証に係る債権者に対しては、今期中の解消をめざ
し、引き続き債務免除等の金融支援を要請していきま
す。  
 ②事業収益の拡大  
 さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる
企業グループの構築を目指します。  
 ③財務基盤の安定  
 平成22年度第３四半期を目処に第三者割当増資等に
より財務基盤の安定を図ります。 
 上記の施策を確実に実行していくことで、当社グル
ープの資金繰りを好転させ、事業収益の確保に取り組
んでまいります。しかしながら現時点におきましては
これらの施策の効果が発現するまでには相当な期間を
要することが予想されるため、継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が存在しております。 
 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお
り、継続企業の前提に関する重大な不確実性の影響を
連結財務諸表に反映いたしておりません。 

40



(訂正後)

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社 （1）連結子会社

  連結子会社の数 ３社

  連結子会社の名称
   株式会社データプレイス
   クロス・エー株式会社 
   株式会社エアフォルク
 
 株式会社データプレイスは平成20年
４月１日に会社分割し、株式会社DPGホ
ールディングスに商号変更し、純粋持
株会社体制へ移行しました。これと同
時に、事業会社として株式会社デー 
タプレイスを新設分割したため当連結
会計年度より連結の範囲に含めており 
ます。
 株式会社フォト・ウェーブは平成20
年３月31日の株式交換により、当連結
会計年度より連結の範囲に含めており
ましたが、平成20年11月７日の株式売
却により連結子会社から除外していま
す。なお、平成20年10月１日をみなし
売却日としたため、平成20年４月１日
から平成20年９月30日までの損益計算
書を連結しております。
 ミッションステートメント株式会社
は平成20年３月31日と平成20年５月１
日のデットエクイティスワップにより
株式会社フォト・ウェーブの連結子会
社となりました。これに伴い平成20年
４月１日をみなし取得日として、当連
結会計年度より連結の範囲に含めてお
りましたが、平成20年11月７日の株式
会社フォト・ウェーブ株式の売却によ
り連結子会社から除外しています。
 なお、同社についても平成20年４月
１日から平成20年９月30日までの損益
計算書を連結しております。

  連結子会社の数 ３社

  連結子会社の名称
  株式会社SPARKS 

   パレットメディア株式会社 
   株式会社prime construct

株式会社データプレイスは平成21年
２月２日の株式売却により連結子会社
から除外しています。なお、平成21年
１月１日をみなし売却日としたため、
財務諸表を連結しておりません。

株式会社prime constructは平成21年
５月12日の株式交換により、当連結会
計年度より連結の範囲に含めていま
す。なお、平成21年５月31日をみなし
取得日としておりますが、株式会社
SPARKSとの株式交換が逆取得に該当す
るため、損益計算書を連結しておりま
せん。

株式会社エアフォルクは平成21年11
月30日の株式売却により連結子会社か
ら除外しています。なお、平成21年10
月１日をみなし売却日としております
が、株式会社SPARKSとの株式交換が逆
取得に該当するため、損益計算書を連
結しておりません。

株式会社SPARKSは平成21年12月21日
の株式交換により、当連結会計年度よ
り連結の範囲に含めています。なお、
平成21年12月31日をみなし取得日とし
ておりますが、株式会社SPARKSとの株
式交換が逆取得に該当するため、平成
21年１月１日からの損益計算書を連結
しており、連結財務諸表は、平成21年
12月31日に株式会社SPARKSが当社を取
得したものとみなし、当社の連結財務
諸表は株式会社SPARKSの財務諸表が基
準となります。

パレットメディア株式会社は、平成
21年４月20日にクロス・エー株式会社
より商号変更しております。

（2）非連結子会社

  非連結子会社はありません。
 株式会社インターネットペイメント
サービスは平成20年８月15日の株式交
換により株式を取得しましたが平成20
年11月７日に株式を売却し一時的な保
有であるため非連結子会社となりまし
た。なお、平成20年11月７日の株式売
却により非連結子会社から除外してい
ます。

（2）非連結子会社

  非連結子会社はありません。

２ 持分法の適用に関する事

項

 持分法適用関連会社及び持分法非適
用関連会社はありません。 
 前連結会計年度において持分法適用
関連会社でありましたグリーンネット
ワーク株式会社は、平成20年９月12非
の株式売却により持分法適用関連会社
から除外しています。 
 株式会社インターネットペイメント
サービスは平成20年８月15日の株式交
換により株式を取得しましたが平成20
年11月７日に株式を売却し一時的な保
有であるため持分法非適用関連会社と
なりました。なお、平成20年11月７日
の株式売却により持分法非適用関連会
社から除外しています。

持分法適用関連会社及び持分法非
適用関連会社はありません。
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 （後略） 

(訂正後)

項目
前連結会計年度

(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 全連結子会社の決算日は当社連結決算

日（12月31日）に統一されておりま

す。

 
同左

なお、当期中において、株式会社prime 
constructの決算期を２月より12月へ変
更 し て お り ま す。ま た、株 式 会 社
SPARKSの決算期を９月より12月に変更
しております。連結財務諸表の作成に
当たっては同社の平成21年１月１日か
ら９月30日までの損益を含めておりま
す。

４ 会計処理基準に関する事

項

① 重要な資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券
 ①その他有価証券 
  時価のないもの

(1) 有価証券  
      ──────

移動平均法による原価法

(2) 商品 
  個別法による原価法       ──────
(3) 仕掛品 
  個別法による原価法       ──────

(2) 原材料
最終仕入原価法による原価法（収益性
の低下による簿価切下げの方法）を採
用しております。

② 重要な減価償却資産の償

却方法

(1)有形固定資産

定率法
取得価額10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産については、3年間
の均等償却によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。
建物        10～15年
工具、器具及び備品 ３～10年

(1)有形固定資産

 定率法
取得価額10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産については、3年間
の均等償却によっております。    
なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。
建物        10～15年
工具、器具及び備品 ３～10年

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

(2)無形固定資産

同左

市場販売目的のソフトウェア
見込販売数量に基づく償却額と、３

年を限度とする残存有効期間に基づく
均等配分額を比較し、いずれか大きい
額を償却する方法によっております。

     ──────

(3)長期前払費用
均等償却によっております。
なお、償却期間については法人税法

に規定する方法と同一の基準によって
おります。

(3)長期前払費用

同左

③ 重要な繰延資産の処理方

法

株式交付費  
 支出時に全額費用として処理してお
ります。 

       ────── 
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 （省略） 

 
 （後略） 

  

(訂正後)

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで流動資産「その他」に含めて表示

しておりました「短期貸付金」及び「前払金」について

は、当連結会計年度において総資産の100分の5を超える

こととなったため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「短期貸付金」は

14,000千円、「前払金」は30,702千円であります。  

 前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表示

しておりました「未払金」については、当連結会計年度

において総資産の100分5を超えることとなったため、当

連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結

会計年度の「未払金」は8,827千円であります。

（連結損益計算書）

 前連結会計年度まで営業外収益「その他」に含めて

表示しておりました「業務受託益」については、当連

結会計年度において営業外収益の100分の10を超えるこ

ととなったため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「業務受託益」は

2,116千円であります。

（連結貸借対照表）
「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」（平

成20年８月７日 内閣府令第50号）が適用となることに
伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として
一括掲記されていたものは、当連結会計年度から「原材
料」として区分掲記しております。 
 なお、前連結会計年度の「たな卸資産」の内容は、
「商品」11,448千円、「仕掛品」8,291千円でありま
す。
前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表示し
ておりました「未払費用」については、当連結会計年度
において負債及び純資産の合計額の100分の５を超える
こととなったため、当連結会計年度より区分掲記してお
ります。なお、前連結会計年度の「未払費用」は7,836
千円であります。
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 （注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 
(1) 企業情報事業・・・・・・・・企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢ

ＲＬ関連システム開発、等 
(2) ＸＭＬ事業・・・・・・・・・ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等 
(3) コンシューマー事業・・・・・出退勤管理システム提供、BDFプラント企画販売等 
(4) システム事業・・・・・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は365,557千円であり、その主なも
のは管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は25,395千円であり、その主なものは余剰運用
資金及び管理部門にかかる資産等であります。 

５ 減価償却費の欄には、長期前払費用償却を含めております。 
  

 
 （注）１ 事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 
      なお、株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当するため、当連結会計年度の経営成績には、DPGグル 
     ープの経営成績は反映されておりません。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

  (1) 宅配中華事業・・・・・・・・中華料理のデリバリーサービス等 

  (2) その他・・・芸能事業（事業譲渡済）、広告・出版事業、飲食店舗プロデュース事業 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は674,581千円であり、その主なものはのれん及
び管理部門にかかる資産等であります。 

４ 消去又は全社に含めた減損損失43,887千円及び資本的支出719,485千円は、DPGグループののれんに係るも
のであります。 

 （後略） 

(訂正後)

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日）

企業情報事業 
（千円）

ＸＭＬ事業
（千円）

コンシュー
マー事業 
（千円）

システム事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社 
  （千円）

連結
（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 153,752 303,287 109,403 549,737 1,116,180 ─ 1,116,180

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

67,062 ─ ─ 7,315 74,377 （74,377） ─

計 220,814 303,287 109,403 557,052 1,190,558 （74,377） 1,116,180

営業費用 107,527 246,430 112,105 659,752 1,125,815 365,557 1,491,373

営業利益又は営業損失（△） 113,287 56,856 △2,702 △102,699 64,742 （439,935） △375,193

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出

資産 13,776 49,250 2,409 203,499 268,935 25,395 294,331

減価償却費 51,359 25,391 32,598 8,072 117,422 4,565 121,987

減損損失 184,707 71,209 137,703 215,635 609,254 3,958 613,213

資本的支出 50,000 963 8,031 1,907 60,903 － 60,903

当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）

宅配中華事業 

（千円）

その他 

（千円）

計 

（千円）

消去又は全

社 

  （千円）

連結 

（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 1,102,509 6,149 1,108,659 ─ 1,108,659

   (2) セグメント間の内部 

       売上高又は振替高
─ ─ ─ ─ ─

計 1,102,509 6,149 1,108,659 ─ 1,108,659

   営業費用 1,414,559 77,001 1,491,561 ─ 1,491,561

   営業損失 312,049 70,852 382,901 ─ 382,901

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損 

失及び資本的支出

資産 514,339 150,683 665,022 674,581 1,339,603

減価償却費 79,748 362,115 80,110 ─ 80,110

減損損失 ─ ─ ─ 43,887 43,887

資本的支出 44,231 ─ 44,231 719,485 763,716
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（省略） 

当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 
(追加情報） 

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基
準委員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準委員会 企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。 
 役員及び個人主要株主等 

 
（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般取引条件と同等に決定しております。 

 ３ 株式会社SPARKSとの株式交換契約時に、当社に開示していなかった訴訟等の偶発債務及び簿外債務に対す

る損害に対して、両氏は平成21年12月30日付の準消費貸借契約を締結しております。両氏に対する長期未収

入金残高は当該契約によるものであります。また、両氏が保有する当社株式36,360株（当社発行済株式数の

14.9％）を担保として受け入れております。 

 ４ 株式会社SPARKSは、平成21年９月23日開催の同社株主総会にて、債権の現物出資による増資を決議してお

りますが、払込原資となる債権の根拠がないため、割当先である株主に対して不足額を請求しております。

なお、取締役である両氏は募集事項が定める価額と現物出資財産の価額との差額159,998千円を会社に支払

うべき連帯責任を負っております。 

  

(訂正後)

(関連当事者情報)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は 
出資金
 (千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(子会社 
役員)

上山篤志 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

（被所有）
直接10.04

違約損失補償
違約損失補
償（注３）

270,000
長期未収入
金（注６）

268,531

第三者割当増資
差額支払義
務（注４）

22,222
長期未収入
金（注６）

22,222

経費の前払 経費の前払 1,959 ─ ─

資金援助
芸能事業部
への貸付

4,492 ─ ─

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注５）

75,235 ─ ─

子会社 
役員

江口英喜 ─ ─
株 式 会 社
SPARKS 
代表取締役

(被所有)
直接4.87

違約損失補償
違約損失補
償（注３）

130,000
長期未収入
金（注６）

128,506

第三者割当増資
差額支払義
務（注４）

10,666
長期未収入
金（注６）

10,666

資金援助
宅配中華事
業部への貸

付
77,874 ─ ─

債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証 
（注５）

75,235 ─ ─
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 ５ 株式会社SPARKSは、銀行借入債務の一部に対して同社代表取締役上山篤志及び江口英喜より連帯保証を受

けております。なお、保証料の支払は行っておりません。取引金額欄には被保証債務の当社連結会計年度末

残高を記載しております。 

６ 上山篤志氏の長期未収入金に対して122,222千円、江口英喜氏の長期未収入金に対して60,666千円の貸倒引

当金を計上しております。 

 （後略） 
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前連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日) 

 

 

 

 
 （中略） 

(訂正後)

(ストック・オプション等関係)

  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

  (1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社及び当社子会社の取締役 ６名
当社及び当社子会社の従業員 20名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,852株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成18年６月１日    至 平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数(名、社) 当社の代表取締役 １名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 2,000株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成16年６月１日  至 平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社の監査役   ３名
当社従業員      ３名 
当社子会社の従業員 １名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 800株

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成19年９月10日    至 平成24年３月７日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数(名、社)
当社の取締役   １名
当社の従業員   ８名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,000株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成20年４月30日    至  平成25年４月26日
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当連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日) 

 

 

 

 
（注）平成16年３月30日決議のストック・オプションは平成21年３月30日権利行使期間が終了したため、失効してお

ります。 

 （後略） 

(訂正後)

  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

  (1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数
当社及び当社子会社の取締役 ６名
当社及び当社子会社の従業員 20名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,852株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成18年６月１日    至 平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人数 当社の代表取締役  １名

株式の種類及び付与数 普通株式 2,000株

付与日 平成16年５月13日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成16年６月１日  至 平成21年３月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月26日

付与対象者の区分及び人数
当社の監査役   ３名
当社従業員      ３名 
当社子会社の従業員 １名

株式の種類及び付与数 普通株式 800株

付与日 平成17年９月９日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成19年９月10日    至 平成24年３月７日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年３月28日

付与対象者の区分及び人数
当社の代表取締役  １名
当社の従業員    ８名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,000株

付与日 平成18年４月28日

権利確定条件 定めておりません

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 自  平成20年４月30日   至 平成25年４月26日
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(注)１ １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
※期中平均株式数の算定上の基礎となる株式数（普通株式の発行済株式数から自己株式数を控除した株式
数）は、株式会社SPARKSとの株式交換が逆取得に該当し、みなし取得日が当連結会計年度末日となるため、
当連結会計年度における株式会社SPARKSの株式数を当社株式数に換算して算定しております。株式会社
SPARKSの株式数の当社株式数の換算方法は、当社と株式会社SPARKSとの株式交換における交換比率によって
おります。 
 （後略） 

(訂正後)

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

 

１株当たり純資産額 △8,705円 98銭
１株当たり当期純損失 18,735円 54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純損失であるため記載しており
ません。

 

１株当たり純資産額 △503円 15銭
１株当たり当期純損失 △9,676円 46銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり当期純損失であるため記載して
おりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自平成21年１月１日
至平成21年12月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（千円） 1,196,395 444,933

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,196,395 444,933

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 63,857 45,981

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第1回新株予約権1,852株
第2回新株予約権2,400株 
第6回新株予約権 500株 
第7回新株予約権 850株

第6回新株予約権 500株
第7回新株予約権   550株
第8回新株予約権10,000株

49


